
北千葉広域水道企業団委託業務低入札価格調査試行実施要領 
 

平成 26 年 6 月 20 日 制定 

最終改正令和 4年 10 月 1日 

（趣旨） 

第１条 この要領は、北千葉広域水道企業団（以下「企業団」という。）が競争入札によ

り委託業務（建設工事に係る設計、測量及び調査等の委託業務を除く。以下同じ。）の契

約を締結しようとする場合における低入札価格調査の実施から落札者の決定までの一連

の事務手続その他の事項について定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）低入札価格調査 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０

第１項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定により、予定価

格の制限の範囲内で最低の価格をもつて申込みをした者の当該申込みに係る価格によ

ってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるか否かを

判断するために実施する調査をいう。 

（２）調査基準価格 低入札価格調査を実施する基準となる価格をいう。 

（３）機種等選定・委託事業指名業者選定審査会 北千葉広域水道企業団機種選定・委託

事業指名業者選定審査会をいう。 

（４）契約担当者 北千葉広域水道企業団財務規程（平成１５年管理規程第７号。以下「財

務規程」という。）第２条第４号に規定する者をいう。 

（５）主務室の長 当該物品の購入等に関する事務を分掌する室の長をいう。 

（６）入札の執行者 財務経理室の長をいう。 

（７）低入札価格調査の実施者 主務室の長をいう。 

（８）最低価格入札者 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者をいう。 

（９）第一順位者 最低価格入札者をいう。 

（10）低価格入札者 調査基準価格を下回る価格をもって入札した者をいう。 

（11）調査除外者 低価格入札者のうち、第１０条第４項又は第１１条第６項の規定によ

り低入札価格調査を中止した者又は実施しない者をいう。 

（12）調査対象者 低価格入札者のうち、調査除外者でない者をいう。 

（13）被調査者 低価格入札者のうち、現に低入札価格調査を受けている者をいう。 

（14）予定価格設定者 北千葉広域水道企業団物品等契約事務取扱要綱第８条に規定する

者をいう。 

 



（適用対象委託業務） 

第３条 この要領は、競争入札により予定価格（単価入札の場合は、予定価格に予定数量を

乗じて得た額）５百万円以上の委託業務の契約を締結しようとする場合に適用する。ただ

し、機種等選定・委託事業指名業者選定審査会において低入札価格調査の対象としないと

されたときは適用しないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、企業長が低価格での落札のおそれがないと判断できるとき

は適用しないことができる。 

３ 企業団が契約を締結しようとする委託業務のうち、著しい低価格での落札による労働

環境の悪化や品質低下が懸念される等、企業長が特に低入札価格調査制度又は最低制限価

格制度の適用が必要と認めた業務の取り扱いについては、別に定める。 

 

（調査基準価格） 

第４条 調査基準価格は、予定価格設定者が定めるものとする。 

２ 調査基準価格の額は、予定価格に１００分の７０を乗じて得た額（１円未満の端数を

生じたときは、これを切り捨てた額とする。ただし、単価入札の場合は、少数第５位以下

の端数が生じたとき、これを切り捨てる。）とする。ただし、企業長が特に必要と認める

場合は、この限りでない。 

 
（予定価格を記載した書面への調査基準価格の記載） 

第５条 予定価格設定者は、予定価格を記載した書面に、調査基準価格を「（調査基準価

格 ○○円）」と記載し、かつ、当該調査基準価格に１１０分の１００を乗じて得た金額

（１円未満の端数が生じたときは、これを切り上げた額とする。ただし、単価入札の場合

は、少数第３位以下の端数が生じたとき、これを切り上げる。）を「（調査基準価格の１

１０分の１００の額 ○○円）」と記載するものとする。 

 

（入札者への周知） 

第６条 入札の執行者は、一般競争入札の公告及び指名競争入札の指名通知に次の各号に掲

げる内容を明記するとともに、入札約款の提示の際及び入札執行の際に説明するものとす

る。 

（１）調査基準価格が設定されていること。 

（２）第一順位者の入札価格が調査基準価格を下回る場合は、落札者の決定を保留とし、

調査実施の上、後日それを決定すること及び入札者に対しその決定の通知をすること。 

（３）調査基準価格を下回る価格をもって入札した者は、第一順位者であっても落札者と

ならない場合があること。 

（４）低価格入札者（第一順位者でない者を含む。）は、事後の事情聴取等の調査に協力

しなければならないこと。また、事情聴取に協力しない者は入札を無効とすること。 



（５）低価格入札者（第一順位者でない者を含む。）は、開札をした日の翌日から起算し

て４日以内（この期間に北千葉広域水道企業団の休日を定める条例（平成２年条例第１

号）第１条に規定する企業団の休日（以下「休日」という。）が含まれる場合にあって

は、その休日の日数は、この期間に算入しない。）に、低入札価格調査の実施者から指

示された書類を作成し提出しなければならないこと。また、期限までに提出しない者は

入札を無効とすること。 

（６）落札となるべき入札がないときは、別に入札日を定め再度入札を実施すること。 

 
（入札の執行） 

第７条 入札の結果、第一順位者の入札価格が調査基準価格を下回るときは、入札の執行

者は、落札者の決定を保留する旨を宣言し、落札者は後日決定する旨を告げて、その入札

を終了する。ただし、第一順位者が複数の者である場合においては、くじを引かせ第一順

位者を一者に確定した後、落札者の決定を保留とするか否か判断するものとする。 

２ 前項の規定による落札者の決定を保留する旨の宣言及び落札者を後日決定する旨の告

知は、電子入札を執行した場合においては、電子入札システムにより保留通知書を発行す

ることをもって代えるものとする。 

３ 入札の執行者は、次の各号に掲げる者のうち第一順位者以外の者について、複数の者

の入札価格が同価格である場合は、第１項の規定により落札者の決定を保留する旨を宣言

した直後、入札を終了する前にくじを引かせ順位を確定させなければならない。 

（１）低価格入札者 

（２）予定価格の制限の範囲内で調査基準価格以上の価格をもって入札した者のうち最低

の価格をもって入札した者 

４ 入札の執行者は、第１項の規定により入札を保留としたときは、入札の終了後直ちに

別記第１２号様式により主務室の長に報告するものとする。 

 

（第一順位者に対する低入札価格調査の実施） 

第８条 低入札価格調査の実施者は、入札の執行者が前条第１項の規定により入札を終了

した後直ちに、第一順位者について、低入札価格調査を実施しなければならない。 

２ 低入札価格調査の実施者は、低入札価格調査に関し業務調整室の長に協力を求めるこ

とができる。 

 

（低入札価格調査の方法及び調査事項） 

第９条 低入札価格調査は、次の各号に掲げる事項について、次条の規定により徴する低

入札価格調査報告書等の精査、第１１条の規定により実施する事情聴取及び関係機関への

照会等の方法により実施するものとする。 

（１）当該価格で入札した理由 



（２）入札価格の積算内訳 

（３）労務者の供給に関する事項 

（４）手持委託業務の状況 

（５）契約対象委託業務履行場所と入札者の事務所等との関連 

（６）手持資材・設備の状況 

（７）過去に受注した同種の官公庁発注委託業務名、発注者及び履行状況 

（８）経営内容 

（９）信用状態 
ア 関係法令等違反の有無 
イ 賃金不払いの状況 
ウ その他 

（１０）その他必要な事項 
 
（低入札価格調査報告書等） 

第１０条 低入札価格調査の実施者は、入札の執行者が第７条第１項の規定により入札を

終了した後直ちに、低価格入札者全者に対し、別記第１３号様式により別紙１に定める書

類（以下「低入札価格調査報告書」という。）の提出を求めなければならない。 

２ 低入札価格調査の実施者は、前項の規定による通知について、入札執行日当日中に低

価格入札者全者に到達するよう配慮するものとする。 

３ 低入札価格調査報告書の提出期限は、開札をした日の翌日から起算して４日以内とす

る。ただし、この期間に休日が含まれる場合にあっては、その休日の日数は、この期間に

算入しない。 

４ 低入札価格調査の実施者は、前項に定める期限までに低入札価格調査報告書を提出し

ない者がいる場合は、当該者が被調査者であるときは調査を中止し、又は当該者に対する

調査を開始していないときは以後調査を実施しないものとする。 

５ 低価格入札者が低入札価格調査報告書を提出する場合において、低入札価格調査報告

書の内容を立証するため、自らが必要と認める書類（以下「任意提出書類」という。）を

低入札価格調査報告書と併せて提出することは妨げない。 

６ 低入札価格調査報告書が提出された後は、その一部又は全部の差替えは認めないもの

とする。ただし、低入札価格調査報告書等及び事情聴取の内容により、低入札価格調査の

実施者が必要と認めたときは、一回に限り、提出期限後の書類の追加提出のみを認めるも

のとする。この場合において、書類の追加提出に係る提出期限については、作成に必要な

時間を確保した上で適切に設定するものとする。 

７ 任意提出書類については、提出された後の一部又は全部の差替え及び追加提出は認め

ないものとする。 

 



（事情聴取の実施） 

第１１条 低入札価格調査の実施者は、被調査者に対する事情聴取を実施し、被調査者に

より契約の内容に適合した履行がされないおそれがないかを厳格に確認しなければなら

ない。 

２ 前項の規定による事情聴取は、第一順位者については開札をした日の翌日から起算し

て９日以内に実施しなければならない。ただし、この期間に休日が含まれる場合にあっ

ては、その休日の日数は、この期間に算入しない。 

３ 第１項の規定による事情聴取は、必要に応じ、一の被調査者について複数回実施する

ことができる。 

４ 第１項の規定による事情聴取は、前条第１項の規定により提出を求める低入札価格調

査報告書の収受後でなければ、これを実施することができない。 

５ 低入札価格調査の実施者は、第１項の規定により事情聴取を実施するときは、あらか

じめ被調査者に対し別記第１４号様式により通知しなければならない。 

６ 低入札価格調査の実施者は、被調査者が事情聴取に応じないときは、当該被調査者に

対する低入札価格調査を中止するものとする。 

 

（取引金融機関等への調査） 

第１２条 低入札価格調査の実施者は、経営状況について、金融機関等へ照会する場合は、

被調査者から同意書（別記第１５号様式）を徴するものとする。 

 

（別途提出書類の提出） 

第１３条 低入札価格調査の実施者は、被調査者が発注者の単価に比して相当程度低い単

価を採用していると認めるとき又は被調査者から提出された低入札価格調査報告書及び

任意提出書類のみでは契約の内容に適合した履行がされないおそれの有無を判断するに

十分でないと認めるときは、必要に応じ、契約の内容に適合した履行がされないおそれが

あるか否かを判断するために必要な書類（以下「別途提出書類」という。）の提出を求め

ることができる。この場合において、別途提出書類の提出期限については、書類作成に必

要な時間を確保した上で適切に設定するものとする。 

２ 別途提出書類については、提出された後の一部又は全部の差替え及び追加提出は認め

ないものとする。 

３ 別途提出書類は、第１０条第１項の規定により提出を求める低入札価格調査報告書の

収受後でなければ、提出を求めることができない。 

 

（低入札価格調査表の作成） 

第１４条 低入札価格調査の実施者は、低入札価格調査を実施したときは、当該調査の結

果が契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる基準（別紙２。以



下「失格判定基準」という。）に該当するか否かを判断し、かつ、当該調査等の結果に

基づき、低入札価格調査表（別記第１６号様式）を作成しなければならない。 

 

（第二順位者以下の者に対する低入札価格調査の実施） 

第１５条 低入札価格調査の実施者は、第一順位者に係る調査結果について失格判定基準

に該当すると判断したとき、又は第一順位者が調査除外者となったときは、その時点に

おける調査対象者のうち第一順位者の次に低い価格をもって入札した者（以下「第二順

位者」という。）について、低入札価格調査を実施するものとする。 

２ 低入札価格調査の実施者は、第二順位者に係る調査結果についても失格判定基準に該

当すると判断したとき、又は第二順位者が調査除外者となったときは、その時点における

調査対象者のうち第二順位者の次に低い価格をもって入札した者について、低入札価格調

査を実施するものとし、以下順次同様に、調査対象者について低入札価格調査を実施する

ものとする。 

３ 前各項の規定にかかわらず、低入札価格調査の実施者は、複数の低価格入札者につい

て並行して低入札価格調査を実施することができるものとする。 

 
（低入札価格審査委員会への付議） 

第１６条 低入札価格調査の実施者は、別記第１７号様式により低入札価格調査表を北千

葉広域水道企業団委託業務低入札価格審査委員会（以下「審査委員会」という。）に提出

し、その意見を求めなければならない。 

２ 前項の規定により提出する低入札価格調査表は、失格判定基準に該当しないと判断し

た者のうち最低の価格をもって入札した者一者の低入札価格調査表及び調査対象者のう

ち当該者よりも低い価格をもって入札したすべての者についての低入札価格調査表、又は

調査対象者のうち失格判定基準に該当しないと判断した者がいないときは調査対象者全

者についての低入札価格調査表とする。 

３ 審査委員会は、第１項の規定により意見を求められたときは、審査を行い、別記第１

８号様式により回答するものとする。 

４ 審査委員会は、失格判定基準に従い審査を行わなければならない。 

 

（失格判定基準該当の決定） 

第１７条 低入札価格調査の実施者は、審査委員会の意見を踏まえ、審査委員会において

審査された低入札価格調査結果について、失格判定基準に該当するか否かを決定するもの

とする。 

 

（その他の者に対する調査等） 

第１８条 低入札価格調査の実施者が審査委員会において審査された全ての低入札価格調



査結果について失格判定基準に該当すると決定した場合において他に調査対象者がいる

ときは、当該調査対象者について第１５条から第１７条に準じ取り扱うものとする。 

２ 前項の規定により、低入札価格調査の実施者が審査委員会において審査された全ての

低入札価格調査結果について失格判定基準に該当すると決定した場合において他に調査

対象者がいるときは、当該調査対象者について第１５条から第１７条に準じ取り扱うもの

とし、以下順次同様に、調査対象者について第１５条から第１７条の規定に準じ取り扱う

ものとする。 

 
（落札者の決定等） 

第１９条 入札の執行者は、審査委員会において審査された低入札価格調査結果のうち一

以上の調査結果について失格判定基準に該当しないと決定したときは、契約担当者の決裁

を受け、次の各号に掲げる者を当該各号に定める者として決定し、調査除外者のした入札

を無効と決定する。 

（１）失格判定基準に該当しないと決定した者のうち最低の価格をもって入札した者 落

札者 

（２）第１７条の規定により失格判定基準に該当すると決定した者 失格者 

２ 入札の執行者は、審査委員会において審査された全ての低入札価格調査結果について

失格判定基準に該当すると決定した場合において他に調査対象者がいないときは、契約担

当者の決裁を受け、次の各号に掲げる者を当該各号に定める者として決定する。 
（１）予定価格の制限の範囲内で調査基準価格以上の価格をもって入札した者のうち最低

の価格をもって入札した者 落札者 

（２）第１７条の規定により失格判定基準に該当すると決定した者 失格者 

３ 入札の執行者は、低価格入札者全者が調査除外者となった場合は、契約担当者の決裁

を受け、前項第１号に掲げる者を落札者として決定し、調査除外者のした入札を無効と決

定する。 

４ 前各項の規定により落札者等を決定したときは、入札の執行者は、落札者に対しては

別記第１９号様式により、低価格入札者全者及び低価格入札者以外の入札者で有効な入札

を行った者のうち落札者以外の者に対しては別記第２０号様式により通知（電子入札を執

行した場合においては、電子入札システムにより通知）するものとする。 

 
（再度入札） 

第２０条 入札の執行者は、落札となるべき入札がないときは、再度入札を行い、再度入

札は一回を限度とする。 

２ 前条の規定により失格者及び調査除外者と決定された者は、当該業務の再度入札には

参加できないものとする。 

３ 再度入札の結果、第一順位者の入札価格が調査基準価格を下回るときは、第７条から



第１９条に準じ取り扱うものとする。 

 

（調査対象業務の概要等の公表） 

第２１条 入札の執行者は、調査対象となった委託業務の概要を、当該業務に係る契約の

締結後、別記第２１号様式により作成しなければならない。 

２ 入札の執行者は、低価格入札者のうち、第１９条第１項又は第２項の規定により失格

者とした者に係る低入札価格調査等の概要を、当該業務に係る契約の締結後、別記第２２

号様式により作成しなければならない。 

３ 入札の執行者は、前各項の規定により概要を作成後、閲覧及びインターネットにより

公表するものとする。 

 
（虚偽説明等への対応） 

第２２条 落札者の決定後、落札者が虚偽の低入札価格調査報告書等の提出又は虚偽の説

明を行ったことが明らかとなった場合は、契約担当者は、北千葉広域水道企業団物品等指

名競争入札参加者指名停止等基準別表第２第７号二により指名停止を行うための措置を

講じるものとする。 

 

（その他） 

第２３条 この要領に定めるもののほか、低入札価格調査の実施に関して必要な事項は、

別に定める。 

 
   附 則 
  この要領は、平成２６年６月２０日から施行し、施行日以後に入札公告又は指名通知

を行う入札について適用する。 
 
   附 則 
（施行期日） 

１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の規定は、この要領の施行の日（以下「施行日」という。）以降に入札公告又は

指名通知を行う委託業務に係る入札から適用し、施行日の前日までに入札公告又は指名

通知を行った委託業務に係る入札については、なお従前の例による。 
 
   附 則 
（施行期日） 

１ この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 



（経過措置） 
２ 改正後の規定は、この要領の施行の日（以下「施行日」という。）以降に入札公告又は

指名通知を行う委託業務に係る入札から適用し、施行日の前日までに入札公告又は指名

通知を行った委託業務に係る入札については、なお従前の例による。 
 
   附 則 
（施行期日） 

１ この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この要領は、この要領の施行の日以後に入札公告又は指名通知を行う入札について適

用する。 
附 則 
（施行期日） 

１ この要領は、令和４年１０月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この要領は、この要領の施行の日以後に入札公告又は指名通知を行う入札について適

用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙１ 

提 出 書 類 一 覧 

様 式 番 号 名     称 

別記第１号様式 低入札価格調査報告書 

別記第２号様式 当該価格で入札した理由 

別記第３号様式 積算内訳書 

別記第４号様式 履行体制及び配置予定技術者等名簿 

別記第５号様式 手持ち委託業務の状況（対象業務現場付近） 

別記第６号様式 手持ち委託業務の状況（対象業務関連） 

別記第７号様式 契約対象委託業務履行場所と入札者の事務所等との関連 

別記第８号様式 手持ち資材の状況 

別記第９号様式 手持ち設備の状況 

別記第 10 号様式 労務者の確保計画 

別記第 11 号様式 過去に受注した同種の官公庁発注業務名及び発注者 

 ※注意事項 

  １ 本紙に示す書類のうち、該当のないものは提出する必要はありません。 

    (手持資材がない等) 

  ２ 本紙に示す書類を提出するに際し、その内容を立証するため、自らが必要と認める書類を併せて

提出することは差し支えありません。 

  



別紙２ 

失 格 判 定 基 準 

項   目 内      容 

 

１ 仕様等に適合しない場合 

 

 

 

 

１ 発注者が示した仕様書等に記載した数量や契約履行条件を満足

していない場合 

２ 材料・製品について、発注者が示した設計仕様に適合した品質・

規格を満足していない場合 

 

 

２ 積算内訳書算出根拠が適

正でない場合 

 

 

１ 算出根拠が明確でない場合 

２ 金額が一括計上されている場合 

３ 資材調達に係る見積額を下回る積算額が計上されている場合 

 

 

３ 法令違反であると認めら

れる場合 

 

 

１ 労務者の賃金が最低賃金を下回っている場合 

２ 関係法令に違反している場合 

 

 

４ 上記のほか、適正な業務

の履行がなされないと認め

られる場合 

 

 

１ 入札日から過去１年以内において、賃金不払い等で送検（労働

基準監督署から検察庁への書類送検）を受けている場合（ただし、

不起訴となった場合は除く。） 

２ その他 

 

 

 


